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平成１７年３月期  個別財務諸表の概要         平成 17 年 5 月 13 日 
 
上場会社名 西部電機株式会社       上場取引所(所属部) 大証（市場第二部）・福証 
コード番号 6144               本社所在都道府県  福岡県 
（URL http://www.seibudenki.co.jp） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 吉住一成       
問合せ責任者 役職名 管 理 部 長 氏名 藤岡敬正 ＴＥＬ (092)943－7071 
決算取締役会開催日 平成 17 年 5 月 13 日      中間配当制度の有無   有 
定時株主総会開催日 平成 17年 6月 29 日     単元株制度採用の有無  有(1 単元 1,000 株) 
配当支払開始予定日 平成 17 年 6 月 30 日 
 
1．17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 
(1) 経営成績                               (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

    
売 上 高 

       
    

 営 業 利 益   
     

     
 経 常 利 益 

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円  ％ 
   13,412       1.8   
   13,172       5.3   

百万円  ％ 
  565      11.1  

         508      56.1 

百万円  ％ 
          583     13.2   

    515     61.2   
    

当 期 純 利 益 
   

 
１株当たり 

 
当期純利益 

 
潜在株式調整後         

 
1 株当たり当期純利益 

 
株 主 資 本      

 
当期純利益率 

 
総 資 本 
 

経常利益率 

 
売 上 高 

 
経常利益率 

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円  ％ 
     326  22.0    
     267    －    

円 銭 
22.57 
 19.05 

円 銭 
  22.25 
 － 

％ 
     3.2 
     2.6 

％ 
  2.6 
  2.3 

％ 
  4.4 
  3.9 

（注）1.期中平均株式数 17 年 3 月期 13,784,298 株  16 年 3 月期 14,034,037 株 
2.会計処理の方法の変更    無 
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前年増減率 
 

(2)配当状況 
1 株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

円 銭 
5. 75 
4. 00 

円 銭 
 2. 00 
 2. 00 

円 銭 
  3. 75 
  2. 00 

百万円 
   79 
    55 

％ 
 25.5 
 21.0 

％ 
   0.8 
    0.5 

 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

百万円 
21,933 
22,736 

百万円 
10,422 
10,178 

％ 
47.5 
44.8 

円  銭 
       754. 27 
       737. 22 

（注）①期末発行済株式数 17 年 3 月期 13,798,124 株  16 年 3 月期 13,806,742 株 
   ②期末自己株式数  17 年 3 月期  1,361,876 株   16 年 3 月期  1,353,258 株 
 

２．18 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
  7,250 
 15,500 

百万円 
360 
1,050 

百万円 
     120  
     500 

円  銭 
    3. 75 
   － 

円  銭 
     －  
     3. 75  

円  銭 
    －  
     7. 50 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)      36 円 24 銭 
※上記の業績見通しは、当社が現時点で合理的と判断した一定の前提に基づいたものであり、
実際の業績は見通しと異なることがあり得ます。 
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個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等 
 
（１）貸借対照表  

 
     （単位：百万円） 

当     期 
 

（平成17年３月31日） 

前     期 
 

（平成16年３月31日） 

増   減 
 

（ △は減 ） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（資産の部）   ％  ％   
 流動資産  10,677 48.7 11,550 50.8 △ 872 
 現金及び預金  2,839  3,096  △ 257 
 受取手形  1,716  1,634   81 
 売掛金  4,113  4,307  △ 193 
 仕掛品    773    980  △  206 
 原材料及び貯蔵品    1,006    1,282  △  276 
 繰延税金資産  175  159    16 
 未収金  3  52  △  49 
 短期貸付金      29      15    13 
 その他   33   42  △ 8 
 貸倒引当金  △ 13  △ 21    8 
 固定資産  11,255 51.3 11,186 49.2  68 
 有形固定資産  6,453 29.4 6,528 28.7 △ 74 
 建物    746    765  △  18 
 構築物   28   52  △   24 
 機械及び装置  345  345   0 
 車両運搬具    1    1   -  
 工具、器具及び備品  86  119  △  32 
 土地  5,244  5,244   - 
 無形固定資産  11 0.1 24 0.1 △  13 
 ソフトウェア   6   19  △  13 
 電話加入権  5  5   - 
 投資その他の資産  4,790 21.8 4,632 20.4  157 
 投資有価証券  2,111  2,232  △ 121 
 関係会社株式   30   30      - 
 長期貸付金   79   65   14 
 長期前払費用   5   9  △  3 
 繰延税金資産  1,005  1,009  △ 4 
 投資不動産  1,177  1,187  △  10 
 その他  425  223   201 
 貸倒引当金  △43  △124   80 

 資産合計  21,933 100.0 22,736 100.0 △ 803 
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     （単位：百万円） 

当     期 
 

（平成17年３月31日） 

前     期 
 

（平成16年３月31日） 

増   減 
 

（ △は減 ） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（負債の部）       
 流動負債  5,329 24.3 6,094 26.8 △ 765 
 支払手形  739  2,892  △ 2,153 
 買掛金  2,634  1,193    1,440 
 短期借入金  815  1,000  △ 185 
 未払金  38  3   35 
 未払費用  759  686   73 
 未払法人税等  246  95   150 
 未払消費税等  71  28   43 
 前受金  16  190  △ 174 
 預り金  7  2    4 
 前受収益  1  2  △ 0 
 固定負債  6,180 28.2 6,462 28.4 △ 281 
 長期借入金    670    985  △ 315 
 退職給付引当金  3,023  2,990   33 
 再評価に係る繰延税金負債  2,487  2,487   - 

 負債合計  11,510 52.5 12,557 55.2 △ 1,047 

（資本の部）        
 資本金  2,658 12.1 2,658 11.7  - 
 資本剰余金  2,494 11.4 2,492 11.0  1 
 利益剰余金  1,277 5.8 1,006 4.4  270 
 利益準備金  255  255   - 
 任意積立金  305  305   - 
 別途積立金  305  305   - 
 当期未処分利益  717  446   270 
 土地再評価差額金  3,664 16.7 3,664 16.1  - 
 その他有価証券評価差額金  587 2.7 608 2.7 △ 20 
 自己株式  △ 259 △ 1.2 △ 251 △ 1.1 △ 7 

 資本合計   10,422 47.5  10,178 44.8    243 

 負債・資本合計  21,933 100.0 22,736 100.0 △ 803 
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   （２）損益計算書  
       （単位：百万円）

当   期 
 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

前   期 
 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

増   減 
 

（ △は減 ） 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 
   ％  ％  
 売上高  13,412 100.0 13,172 100.0  239 

 売上原価   10,075 75.1  9,951 75.5  123 

 売上総利益  3,336 24.9 3,220 24.5  115 

      販売費及び一般管理費  2,770 20.7 2,711 20.6  59 

 営業利益   565 4.2  508 3.9  56 

 営業外収益  76 0.6 82 0.6 △ 6 

 
 

受取利息          1    
 

       1    
 

      0 

 受取配当金           17  
 

       14  
 

      3 

 その他  57  66  △ 9 

 営業外費用  58 0.4 76 0.6 △ 17 

 支払利息       28      36  △ 7 
 その他       29      39  △ 10 

 経常利益   583 4.4  515 3.9  68 

 特別利益  99 0.7 225 1.7 △  126 

 投資有価証券売却益  73  200  △ 126 

 貸倒引当金戻入額  13  24  △ 11 

 その他  12  0   12 

 特別損失    87  0.7   205  1.6 △ 118 

 投資有価証券売却損   －   77  △ 77 

 投資有価証券評価損  1  21  △ 20 

 たな卸資産廃棄損  25  －   25 

 固定資産廃棄損  35  －   35 

 役員退職慰労金  9  74  △ 64 

 過年度社会保険料  －  32  △ 32 

 その他  16  －   16 
 
 

税引前当期純利益   595 4.4  534 4.0  60 

 法人税､住民税及び事業税  268 2.0 105 0.8   163 

 法人税等調整額    1 0.0   162 1.2 △ 161 

 当期純利益  326 2.4 267 2.0  58 

 前期繰越利益    418    206   211 

 中間配当額  27  28  △ 0 

 当期未処分利益  717  446   270 
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  （３）利益処分案  
                                                                   （単位：百万円） 

当  期 
自平成 16 年 4月  1 日 
至平成 17 年 3月 31 日 

 

前  期 
自平成 15 年 4月  1 日 
至平成 16 年 3月 31 日 

 

 期 別 
 
 
 
   
 科 目 金  額 金  額 

当期未処分利益  717  446 

 利益処分額     

配当金 51  27  

役員賞与金 15  -  

別途積立金 200 266 - 27 

次期繰越利益  450 
 

418 
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財務諸表作成の基本となる事項 
 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式     ……… 総平均法による原価法 

         その他有価証券 

          時価のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

                          （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法によ        

り算定しております。） 

          時価のないもの ……… 総平均法による原価法 

 

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

（１）仕掛品 

         注文品    ……… 個別法による原価法  

         標準品    ……… 総平均法による原価法 

（２）原材料及び貯蔵品……… 先入先出法による原価法 

      

３． 固定資産の減価償却の方法  

  有形固定資産    ……… 定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除 

く）については定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                                  建   物          3～50 年 

                                  機械装置            10 年 

           無形固定資産    ……… 定額法  

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能 

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

      ４．引当金の計上基準  

（１） 貸倒引当金 

  売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。                                

（２） 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

     過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数に基づく定額法により按分した金

額を費用処理しております。 

    数理計算上の差異は各期の発生時における従業員の平均残存勤務年数に基づく定額法により

按分した金額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。     

     

      ５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

      ６．消費税等の会計処理方法 

            税抜方式を採用しております。 
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７．貸借対照表及び損益計算書の注記 

                                                 当 期              前 期          

       （１）自 己 株 式 の 株 数                    １，３６１，８７６株 １，３５３，２５８株

       （２）有形固定資産の減価償却累計額  ５，０６８百万円 ５，２８７百万円

       （３）担 保 に 供 し て い る 資 産                    ７，１４０百万円 ７，１５７百万円

 

８．税効果会計に関わる注記 

 

     繰延税金資産の発生の主な内訳 

  当 期          前 期          

繰延税金資産 

賞与引当金損金 １４７百万円 １５１百万円 

貸倒引当金損金 １６百万円 ２０百万円 

退職給付引当金損金 １，２０１百万円 １，１６８百万円 

有価証券評価損  １８６百万円 ２３３百万円 

     未払事業税否認  ２７百万円 ６百万円 

その他  １百万円 ０百万円 

合計  １，５７９百万円 １，５８１百万円 

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金  △３９９百万円 △４１２百万円 

繰延税金資産の純額  １，１８０百万円 １，１６８百万円 
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役員の異動（平成役員の異動（平成役員の異動（平成役員の異動（平成 17171717 年年年年 6666 月月月月 29292929 日付予定）日付予定）日付予定）日付予定）    

 

１．代表者の異動 
(1) 退任予定代表取締役 

   現 取締役会長      森
もり

   徹
てつ

 郎
ろう

  ［当社 最高顧問就任予定］ 
（代表取締役） 

 
(2) 昇格予定代表取締役 

   取締役副社長 管理担当  佐
さ

 藤
とう

 成
しげ

 人
と

  ［現 専務取締役 管理担当］ 
（代表取締役） 

 
 
２．その他の役員の異動 

(1) 新任取締役候補 

取締役 産業機械担当   木
き

 村
むら

   馥
かおる

  ［現 常勤監査役］ 
 

取締役 精密機械事業部長 宮
みや

 地
じ

  敬
けい

四郎
しろう

  ［現 理事精密機械事業部長］ 
 
 

(2) 新任監査役候補 

監査役（非常勤）     清
し

 水
みず

 喜
よし

 文
ふみ

  ［現 株式会社安川電機 
（社外監査役）                                取締役 環境保護推進担当 

生産副本部長］ 
 
 

(4) 退任予定監査役 
   現 常勤監査役      木

き

 村
むら

   馥
かおる

  ［当社 取締役就任予定］ 
（社外監査役） 

 
 

(5) 昇格予定取締役 
   専務取締役 技術担当     小

こ

 吹
ぶき

   学
まなぶ

  ［現 常務取締役 技術担当 
兼マテハン開発推進室長                        兼マテハン開発推進室長］ 
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